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研究の概要：近年、年金をはじめとする世代間問題が緊急性の高い重大な社会問題の１つとな

っている。本研究では、くらしと仕事に関するパネル調査等、各種の実態調査を実施して世代

間問題の内実を的確に把握する一方、経済理論を駆使して世代間問題の本質をえぐりだす。そ

して世代間対立を世代間協調に転換するための具体的アイデアを提示する。 
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１．研究開始当初の背景 

 近年、世代間で利害が対立する問題（年金・医
療・雇用・子育て・教育・技術革新・赤字財政・
地球温暖化など）が続出している。人口高齢化が
進んだり人口が減少したりすると、世代間対立は
ますます先鋭化するおそれが大きい。世界の各国
は場当たり的ともいえる対応に追われており、強
大な政治力を有する高齢者に過大な所得再分配
が行われ、それによってもたらされる資源配分上
の悪影響を心配する声も少なくない。さらに世代
間問題は、それぞれが重層化している側面もある。
ただ、世代間問題をめぐる研究の進展状況は今の
ところ十分でない。問題の設定そのものが比較的
新しい一方、関連するデータがほとんど蓄積され
ていないからである。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、経済理論を駆使して世代間問題の
本質をえぐりだす一方、第3回「くらしと健康の
調査」（JSTAR）および、雇用と子育てに焦点を
あてた青壮年層を対象とする「くらしと仕事に関
する調査」（LOSEF）、の２つのパネル調査等を
実施し、世代間問題の内実を的確に把握する。そ
して世代間対立を世代間協調に転換するための
政策を具体的に提言する。 

 

３．研究の方法 

 個別課題ごとに研究班を編成し、理論的研究と
実態調査に取りくむ。さらに、連携研究会を年度
ごとに数次にわたって開催し、メンバー相互の連
携を深めながら研究を推進する。 

 

４．これまでの成果 

 第３回 JSTARを実施した後、LOSEFのパイ
ロット調査と第１回調査を設計・実施した。 

過去３年間に４回の主要な国際会議を開催す
るとともに、英文研究書 10 冊、和文研究書 18

冊、論文151本（そのうち査読つき論文は63本）、
ディスカッション・ペーパー131点、を刊行した
（刊行予定を含む）。学会・研究会報告は合計で
113件、そのうち招待講演は33件に及んでいる。 

 これまでに得られた新たな知見等は次のとお
りである（主要なもののみ）。 

(1) 日本では学校や大学を卒業した直後に正社
員として入社した人の初職からの早期離職が
年々増大している。たとえば、2011 年４月時点
における年齢階層が30～34歳層であった男性の
場合、初職入職後から６年以内に半数が初職企業
から離職していた。 

(2) 日本では、初職が非正規の場合、その後の正
規への再就職は年々厳しくなっており、65 歳以
降の年金受給見込額も低くなるおそれが強い。 

(3) 2011 年４月時点で 30～34 歳層に位置して
いた男性正規ホワイトカラーの生涯賃金は親の
世代より実質で２～３割低下するおそれがある。 
(4) AIJ事件で明らかになったように、積立方式
の年金は投資リスクが大きい。ちなみに、日本で
は積立不足や元本割れに苦悩している積立型年
金が少なくない。賦課方式下の年金を縮小・廃止
して積立方式の年金に切りかえても、新たな苦難
が待ち構えており、年金問題の全面解決にはなら
ない。 

(5) 労働市場の「世代効果」（学校卒業時点が不
況だった世代は入職時点のみならず長期にわた
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って賃金が低く、正規雇用の機会も得にくく、か
つ離転職を繰り返しやすいこと）を検証し、その
結果を精緻化した。とくに、日米の労働力調査を
比較し、日本の低学歴層ほど世代効果の影響を受
けやすいことを発見した。 

(6) 20～59歳の未婚無業者（在学中を除く）の
うち、ふだんずっと一人でいるか、家族としか交
流を持たない「孤立無業者」を初めて定義し、そ
の実態解明と政策提案に努めた。そして、若年の
無業世代ほど孤立化する傾向が強まっているこ
とや、親世代の庇護がある孤立無業者ほど就業活
動や就業意欲が抑制されていること、等を明らか
にした。 

(7) 生活満足度は健康感とは異なり、短期的な所
得の落ちこみには反応しないという、一種の歯ど
め効果（ratchet effect）を持つことを析出した。 
(8) 10 歳代に出産した母親は無配偶となる確率
が非常に高く、他の母子世帯に比べて学歴が著し
く低いこと、子どもの状況（健康状況、成績）が
悪いこと、等を実証的に確認した。 

(9) 日本では厚生年金の支給開始年齢が１年遅
れると、人びとは受給開始予定年齢をちょうど１
年遅らせる。これは欧米とは異なる対応である。 
(10) 在宅介護の持続や虐待には介護に関する
マイナス評価の大きさだけでなく、介護に関する
プラス評価の大きさ（小ささ）も強く関係してい
た。男女を問わず、実子介護を可能にするための
環境整備が重要となる。 

 

５．今後の計画 

平成 24年度までの研究内容をいっそう深め、
さらなる飛躍を図る。くわえて、本研究に関連す
るアンケート調査や第２回 LOSEFを実施する。
さらに、大規模な第 20回国際パネルデータコン
ファレンスを東京で開催する。そして、最終的に
研究成果を複数の研究書として出版する。 
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